

































































日本人 (6,5,4,3,4,4,3,) 現地人 (0,0,1,1,0,0,0)名
･貴社の会長(ChairmanofBoards)は日本人ですか現地人ですか｡
日本人 (8 )､ 現地人 (0 )
･貴社の社長(ManagingDirector)は日本人ですか現地人ですか,
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応していない企業は5社 (63%)である｡ 以上の結果からすると､オース トラリア
の現地企業の技術職従業員の約3分の2はアワー ドが適応されないことになる｡
オーストラリア現地企業の管理職 (Managingstafs)のアワード適応について見
てみよう｡管理職従業員にアワー ドを適応している企業は､3社 (33%)､アワー ド
















(1)管理職役職手当 (3 )､ (2)資格手当 (3 )､ (3)家族手当 ( )､
(4)住宅手当 ( )､ (5)食事手当 ( )､ (6)通勤手当 ( )､
(7)精皆勤手当 ( )､ (8)勤続手当 ( )､ (9)生産性手当 (1 )
その他の手当があれば､御記入ください｡(
2 貸金支給総額の内､手当部分の割合はどの程度でしょうか｡ 約 ( )%
現地企業の結果
1DoyouhavethefolowingAlowances?PleasemarkXatanyonesyouhave.
(1)Managerialalowance (rl) (2)Qualificationalowance ( )
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(3)Familyalowance () (4)Housingalowance (1)
(5)Mealalowance (1) (6)Commutationalowance (1)
(7)Diligenceandregularattendancealowance(1)











が1社 (10%)､住宅手当 (Housingalowance)が1社 (10%)､食事手当 (Meal















工 員 ; 実施している (3 )､ 実施 していない
事務職 ; 実施している (8 )､ 実施していない
技術職 ; 実施している (8 )､ 実施していない
管理職 ; 実施している (9 )､ 実施 していない
? ? ? ? ? ?
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工 員 ;( ) (1 ) (6 ) (2 ) ( )
事務職 ;( ) (2 ) (3 ) (4 ) (1 )
技術職 ;( ) ( ) (2 ) (6 ) (2 )
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(1)従業員持株制 ( )､ (2)従業員への会社利益の一定割合の配分 (1 )､




































(1)通勤バス ( )､(2)昼食の完全支給 (1 )､ (3)独身寮 ( )
(4)社員住宅 ( )､(5)ユニホームの支給 (5 )､(6)保養所 ( )





(1)Commutationbus (4 ) (2)Fulpayforlunch
(3)Dormitoryforsingleemployees (3 ) (4)Houseforemployees
(5)Uniformsupply (6 ) (6)Sanatorium










































工 員 ;(1) (1 )
事務職 ;( ) ( )
技術職 ;( ) ( )
管理職 ;( ) (1 )
どちらともいえない､あまりそう思わない､まったくそう思わない
(1 ) (2 ) (4
(1 ) (3 ) (5
( ) (4 ) (5
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工 員 ;(1) (3 )
事務職 ;( ) (1)
技術職 ;( ) (3 )
管理職 ;(1 ) (3 ′)
? ? ? ? ? ?ー ? ? ?? ?? ? ? ? ???? ? ? ? ? ? ー
(1) (2 )
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事務職 ; ( )
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(1)ある (1 )､ (2)ない (8 )
レイオフしたのはいつ頃で､何人ぐらいですか｡
( )午 (6 )月頃､ (3
･Hasyourcompanyoftenlaido#employees?

















1 2 3 4 5





































































(1)新入社員集合研修 (2 )､ (2)日本本社への海外派遣研修 (5 )
(3)階層別集合教育訓練 (2 )､ (4)社内職業訓練プログラム (6 )､
(5)通信教育､夜間学校等への金銭的補助 (5 )､(6)社内教養講座 (1 )





















































(1)完全週休2日制 (8 )､ (2)隔週週休2日制 ( )､



































(1)はい (6 ) (2)いいえ (3 )
その労働組合は､どのような形態ですか｡1つだけ○をつけてください｡
(1)企業別組合 ( )､ (2)職種 ･職業別組合 ( )､
(3)産業別組合 (3 )､ (4)わからない ( )
現地企業の結果
･DoyouhaveaLaborUnioninyourcompanyornot?














































(1)貸金 (6 )､ (2)労働時間 ･休日 (2 )､ (3)解雇 (2 )､





(1)Wages(Salary) (4 ) (2)Workingtimesandholidays
(3)Lay一〇fandDismissal (3 ) (4)Discrimination
(5)WorkingSafetyandConditions (3 ) (6)Welfare
Others(concretely)(















その意味で, アングロサクソン諸国といわれている, アメリカ ･オース トラリ
ア ･イギリスとでは,微妙に相違する｡
本調査結果によるオーストラリアの企業経営の特徴について､まとめてみよう｡






















依然として国際的にみると高いこと, 中央による労使交渉, アワード, 強制仲裁
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制度という特有の制度が存在すること, 等の特徴がある｡ 賃金制度については,
基本的には,ブルーカラーについては職種別同一賃金が原則である｡ 賃金構造から
すると年功的賃金体系にないが, 実質的には, 年齢が上がれば職務が上位になる
傾向があることから,賃金は年齢により上昇する傾向がみられる｡
第 3に報酬とインセンティブについては､本調査の結果から以下の点を指摘でき
る｡ 現地企業と日系企業の貸金は､ブルーカラーについては､週給､時給をベース
とし､ホワイトカラーについては月給や年俸をベースとしている形態が一般的であ
る｡ただ､一部のオーストラリア現地企業 (特に新しい高度技術関連の企業が多い)
で､年俸や月給を基本とした賃金形態を見られ､このブルーカラーのホワイトカラ
ー化というべき動きは注目されよう｡ ボーナスについては､現地企業と日系企業共
に､好業績に対する従業員への利益還元, または, 経営者や管理者に対するイン
センティブ､業績分配といった性格が強い｡オーストラリア現地企業の賃金決定に
おけるアワード適応については､ブルーカラーについては､アワードが適応されて
いる割合が約3分の2程度で､事務職､技術職､管理職といったホワイトカラーにつ
いては､アワードが適応される割合が約3分の1程度である｡近年､ブルーカラーに
おいても､アワードを適用せず､企業ごとの個別交渉により決定される事例が増加
しており､注目すべきであろう｡賃金決定のための業績評価の実施している割合は､
ブルーカラーについては､日系企業が約3分の1であり､現地企業が約3分の2である｡
ホワイトカラーの業績評価については､日系企業､現地企業とも､ほとんど実施し
ている｡ 近年オーストラリアの企業において､ブルーカラーにおいても業績評価を
導入しようとする経営側の動きがあることは注目されよう｡ インセンティブについ
ては､かなりの現地企業で従業員持株制､業績給の導入､ストックオプション､従
業員への会社利益の一定割合の配分等を採用している｡ 従業員のインセンティブと
して従業員持株制､経営者のインセンティブとしてストックオプションが実施され
ているようである｡
第4に､雇用管理については､以下の特徴がある｡ 新卒採用については､オース
トラリアの大規模な現地企業では､特に技術系を中心として､大学新卒採用を採用
制度の1つとして導入している｡他部門､他職種を含めた配置転換については､日
系企業はあまり行われていない傾向にある｡ 現地企業は､日系企業と比較すると､
全般的には各職種とも他部門への配置転換が実施されている結果となった｡これは､
オーストラリアの企業経営の動きとして､マルチスキル､多能工という動きがある
こと､また､事務職 ･管理職においてもチームマネジメント､ジェネラリストへの
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再評価の動きがあることに無縁ではあるまい｡内部昇進については､現地企業は日
系企業と比較すると､全般的には各職種とも内部昇進を重視し､実施されている結
果となった｡オーストラリア現地企業の一部に､内部昇進の傾向が強い企業が存在
するようである｡キャリア形成については､現地企業､日系企業とも事務職 ･オフ
ィススタッフについては､スペシャリスト､専門職としての傾向が強いが､管理職
のレベルになるとスペシャリストのケースのみでなく､ジェネラリストのケースも
あり多様のようである｡管理職は､将来の経営者候補としてさまざまな経歴を踏む
ことも要求されること､多様な職場で管理者として能力を発揮することが望まれる
こと､等のため､ある程度ジェネラリストとしての素質 ･能力や要求されるのであ
ろう｡レイオフについては､現地企業については､業績悪化や事業縮小等場合､か
なり思い切ったレイオフが行われる現実がある｡ただし､現地企業においても､原
則として､正社員を解雇せず､長期雇用を維持しようとしている企業が少数だが存
在することから､なるべくレイオフを避け長期雇用を維持している現地企業も存在
する点の認識も重要であろう｡ 定年退職制度については､オーストラリア現地企業
では存在しない形が一般的である｡法律で年齢による雇用差別を禁じていることが､
定年は強制できないのが主な理由である｡オーストラリアの場合､国による年金制
度と企業年金制度が発達しており､これが退職後の生活の中心となっている｡一時
金としての退職金は支給されなかったり､また支給されたとしてもその金額は必ず
しも高くない｡
第5に､労使関係については､以下の特徴がある.〕日系企業､現地企業とも労働
組合が存在すると回答したのは､約半分強の企業であった｡組合形態は産業別組合
が多い｡全体としてみると､半分弱の企業でストライキを経験しているが､オース
トラリア現地企業のほうが日系企業よりストライキの経験企業が少ない傾向にある
のは注目される｡ 従来､オーストラリアは労使紛争が多い国であるといわれてきた
が､近年はマクロ的に見ると労使紛争が減少傾向にあることもあり､現地企業にお
いても労使紛争が頻発するする状況ではなくなってきている｡
労使交渉の項目については､日系企業､現地企業とも貸金､解雇 ･レイオフ､労
働時間 ･休日に関する問題が最も重要である｡
以上､本調査結果を総括すると､従来言われてきたオーストラリアの企業経営の
特徴としてのアワードの存在､特有の労使関係､職務境界､配置転換の困難さ､ス
ペシャリスト的キャリア形成は､依然として存在するものの､-一部の先進的現地企
業では､アワードからの離脱､ブルーカラー従業員への業績評価の導入､積極的な
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配置転換､ジェネラリストの重視､といった新しい動きが見られる｡ 従来の伝統的
なオーストラリアの企業経営から脱却し､新たな経営スタイルを模索するこれらオ
ーストラリアの現地企業の動向がこれからますます注目されよう｡
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